
1 

  

音楽を学べる私立大学の地域配置と経営 
 

                                        信州大学・講師  
                           松宮 慎治 

 
 
 
 

大学の地域配置と専門・専攻分野 

本稿の目的は、音楽を学べる私立大学の地域配置と経営について、データにもとづく現状を示すこと
である。とくに学科レベル以上、つまり専門分野として音楽を学べる私立大学に焦点化し、現代日本に
おけるその地域配置と経営の一端を明らかにしてみたい。 

「大学で音楽を学びたい」と考える高校生は、どこでも同じようにその機会を得られるのだろうか。
大学における音楽の学び方は多様である。筆者の所属する信州大学では、「世界の音楽」と題した、世界
各地の音楽文化を学ぶ授業が教養教育で提供されている。また、正課のみならず、正課外の部・サーク
ル活動で音楽に取り組むことも、大学で音楽を学ぶことにふくまれるだろう。しかしながら、このよう
な音楽の、いわば裾野における広がりの大元にある、専門分野として音楽を学べる環境は、地域によっ
て大きく異なるかもしれない。 

大学の地域間格差は、教育社会学で追究されてきたテーマのひとつである。もっとも、その多くは機
関の配置やそれにともなう進学機会の不平等を問うもの（尾川ほか 2024: 63-6）であり、特定の専門分
野の偏在はあまり検討されてこなかった。だが、大学への地理的な近さは、専攻する分野の選択に大き
な影響を与えるといわれている（Bostwick 2016; Denzler and Wolter 2011; Helland and Heggen 2018）。
もし、音楽を学べることそれ自体に地域的な偏りがあるとすれば、裾野の豊かさも実は制約されている
可能性がある。 
 
 

音楽を学べる大学の地域配置 

さっそく、音楽を学べる大学がどこにあるか、可視化してみよう。 
分析に用いるデータの出典は、①『蛍雪時代 11 月臨時増刊号（2024（令和 6）年入試対策用）』（旺文

社）のうち、「学部／学科等」に「音楽」がふくまれる大学、②『令和 6 年 4 月 1 日現在の教員免許状
を取得できる大学』（文部科学省）のうち、中学校教諭・高等学校教諭（一種免許状・二種免許状）（音
楽）が取得できる大学、③『大学四季報データベース（2023 年版）』（東洋経済新報社）のうち、「学部」
に音楽がふくまれる大学、の 3 つである。これらをマージして、重複をのぞいた 92 大学を分析対象と
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した。とくに②を使うことで、学部・学科の名称に明示的に「音楽」が入っていないが、実際には音楽
を学んでいる課程をできるだけ対象にふくめられる。ただし、この処理によってカバーできる学部・学
科の多くは、国立大学の教員養成課程であることには留意が必要である。なお、短期大学と通信教育課
程は対象からのぞいた。 

以上をふまえた可視化の結果は次のとおりである（図 1）。 

 

 
図 1 音楽を学べる大学の地域配置 

 
 図 1 をみると、音楽を学べる大学は全国に分布しており、特定の地域への偏在はみられない。設置者
別にみると、国立大学（青）は全国に広く分布しており、地方にも存在するが、私立大学（赤）は首都
圏や京阪神に集中している。つまり、音楽を学べる大学の地域偏在が少ないという見え方は、おもに国
立大学によるものである。私立大学だけをみれば、首都圏・京阪神への偏在は明確である。 

この構造は、国立大学が全国的な教育機会の均等を担っている一方で、私立大学は市場原理にもとづ
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いて立地していることを示している。音楽を学べる大学という観点からは、需要の多い都市部に私立が
集中し、地方では国立が機会を提供するという役割分担がみられる。 

ただし、厳密にいうと本稿における国立大学の多くは、あくまで教員養成課程で音楽「も」学べる大
学であり、音楽を専門に学べる大学ではない。よって、音楽「を」学べる大学の地域配置をみるうえで
は、私立大学の分布のほうがより実態に近いといえるかもしれない。 

 
 

音楽を学べる私立大学の経営とその地域差 

 それでは、本稿が対象とした音楽「を」学べる私立大学（計 39 大学）の経営とその地域差はどうなっ
ているのか。ここでは簡単に、3 大都市圏（東京、埼玉、千葉、神奈川、京都、大阪、兵庫、愛知）か
そうでないかにわけて、平均収容定員充足率（学生数を収容定員数で割った値。出典は『大学四季報デ
ータベース』（東洋経済新報社））を比べると、次のとおりである（図 2）。 
 

 
図 2 立地別にみた音楽を学べる私立大学の平均収容定員充足率 

（注：エラーバーは標準誤差の 95%信頼区間） 
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 図 2 によれば、3 大都市圏の私立大学の平均収容定員充足率は、すべての期間で非 3 大都市圏よりも
高い。年度にもよるが、前者はおおむね 95-105%である一方、後者は 80-90%を推移している。その隔
たりは大きく、最大で 20 ポイント以上離れている年度もある（2014 年度）。非 3 大都市圏の私立大学
の収容定員充足率は、少しずつ改善傾向にあるものの、その水準は常に 90%を下回っている。音楽「を」
学べる私立大学の経営には、このように明らかな地域差がある。 
 私立大学経営にかんする先行研究では、経営面で採算がとれる入学定員充足率は、おおむね 80%以上
といわれてきた（小林 1989［1991］: 42; 小川 2017:3; 紙屋 2018:80; 両角 2020: 23）。入学定員充足
率は、入学者数を入学定員数で割った値であり、収容定員充足率とは定義が異なる。だが、毎年の入学
定員充足率の積み重ねが、結局は収容定員充足率につながるので、ひとつの目安にはなるだろう。この
知見にもとづけば、非 3 大都市圏に立地する音楽を学べる私立大学の経営も、いまのところ採算はとれ
ているといえる。ただし、3 大都市圏に立地する大学に比べれば、その先行きは必ずしも明るいとはい
えない可能性が高い。 
 
 

音楽は non-essential な存在か？ 

 このような私立大学経営の地域差について、政策も手をこまねいているわけではない。実際、2040 年
を見据えて社会とともに歩む私立大学の在り方検討会議では、2025 年 8 月 29 日に地方私立大学への支
援を重視した、「社会とともに歩む私立大学の変革への支援強化パッケージ（中間まとめ）」がとりまと
められた。ただし、このパッケージのなかでキーワードとなっているのは、「地域ニーズに応え、地域経
済の担い手となる人材の輩出」や、「教師、保育士、看護師等のエッセンシャルワーカーの養成」である
（2040 年を見据えて社会とともに歩む私立大学の在り方検討会議 2025: 7）。もちろん、地方私立大学
の多くが地域の社会経済システムの多くをインフラとして支えていることは疑いようがなく、そのため
の支援は必要である。だが、こうしたキーワードばかりが前景化すると、地方私立大学の主要な役割が、
地域の（おもに経済活動の維持のために）必要不可欠な人材の育成機能に矮小化されはしまいかという
懸念もある。少なくとも、音楽をはじめとする、芸術分野の高等教育が地方で提供されている価値には、
もっと光があてられてもよいのではないか。 
 音楽の価値を便益から語るのは野暮かもしれない。しかしながら、大学が提供する音楽教育にはさま
ざまなメリットがあることが知られている。とくに重要なのは、音楽“以外”の分野へもたらす波及効果
である。たとえば、音楽“以外”を専攻する大学生のアンサンブル・ミュージック制作への参加の効果を
検証したイギリスの研究によれば、共同での音楽活動の体験は、集中力の向上や自己信頼と自信の強化、
集団的課題へのコミットメント、困難に直面したさいの忍耐力など、有用なライフスキルの獲得をもた
らしたという（Kokotsaki and Hallam 2011: 157-61）。また、異なる学問分野のカリキュラムに音楽を組
み込むと、それぞれの分野の創造性や批判的思考力、協働性がいっそう育まれる傾向にあると指摘する
インドの研究がある（Menon and Gupta 2023）。この研究によれば、政治学を専攻する学生が、音楽を
学ぶことで政治的なできごとの情緒的・文化的側面を探求することができるようになったり、自然科学
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専攻の学生が、生物学や工学などにおける新しいアプローチを、音楽に触発された創造性にもとづいて
開発できるようになったりしたという（Menon and Gupta 2023: 1144）。 

これらの先行研究の知見は、音楽がたんに生活を豊かにし、人生に彩りを与えてくれるだけの存在に
とどまらないことを教えてくれる。とくに高等教育の枠組みでは、音楽は決して non-essential ではな
く、具体的なメリットを異なる専門分野に提供できる存在としてあつかわれているのである。 

以上をふまえると、音楽を大学で学びたいと考える高校生がいたときに、得ようと思えばどこでも同
じようにその機会を得られることが望ましい。 
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